第2回彦根市まち・ひと・しごと創生本部会議　会議録
1　日　時　　平成28年11月15日(火)午前9時25分～午前10時40分
2　場　所　　中央町仮庁舎4階　災害対策本部室
3　出席者　　副本部長(川嶋副市長)
　　　　　 　本部員
(企画振興部長、企画振興部参事、総務部長、危機管理監、市民環境次長(代理出席)、
福祉保健部長、産業部長、産業部参事、都市建設部長、上下水道部長、教育部長、
文化財部長、消防長、病院事務局長)
　　　　　   事務局(地方創生推進室)
4　内　容
(事務局)
　 それではただいまから、平成28年度彦根市まち・ひと・しごと創生本部第2回会議を開催いたします。

　 部長会議に引き続いての会議となり、みなさんお疲れかと思いますが、よろしくお願い申し上げます。

　 また、創生本部会議については、会議録を作成し、ホームページで公開しております。そのため、大変恐れ入りますが、ご発言いただく際は、お名前を仰っていただいてからご発言いただきますようお願いいたします。

　 本日は、市長が他の公務のため欠席、山根副市長も他の公務によりご欠席であるため、推進本部設置規程第4条第2項の規定に基づき、川嶋副市長に副本部長として、議事の進行をお願いいたします。
(議長)
本部設置要綱によりまして、議長を務めます。
皆様のお手元にある次第に沿って進めたいと思います。

それでは、議題(1)「基本目標ごとの今後の取組について」です。

外部評価等の結果を踏まえて、各部会で検討していただいたところです。
本日は、各部会の検討結果について、各部会長より説明を受け、市の方針として固めたいと考えておりますので、よろしくお願いします。
それでは、部会ごとに説明をしていただいて、ご意見等を賜ってまいりたいと思いますので、よろしくお願いします。

最初に雇用創出部会より説明をお願いします。
(産業部長)

 　おはようございます。
　 それでは雇用創出部会でまとめました方針についてご説明申し上げます。

　 雇用創出部会については、10月12日に開催しました。

　 資料の1－1をご覧ください。施策ごとにご報告します。

　 基本目標は、「魅力ある安定した雇用が生まれるまちづくり」です。施策(1)「企業立地や産業集積の促進等による地元での就職環境の整備」ですが、こちらについてはＫＰＩ指標の評価はすべて達成しています。

課題については、有効求人倍率は「現在の高倍率の継続」、工業製品等出荷額は「現在の高水準の継続」、工場等設置奨励措置件数も「現在の高水準の継続」といったところです。
外部委員からのご意見は頂いておりません。

今後の取組方針としては、有効求人倍率は今後も状況に即した各種雇用施策、経済政策を着実に実施していく、工業製品等出荷額は工業振興施策、企業立地施策を着実に実施し、より効果的な手法の検討を行っていく、工場等設置奨励措置件数は当該施策の周知に努め、雇用の確保、域内資産の増大を目指し、企業立地、設備投資のインセンティブとしていくといったところです。
続きまして施策(2)「起業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出」です。こちらにつきましてもＫＰＩ指標の評価はすべて達成しています。
これについては、内部の課題としまして「起業者支援制度に係る市内認知度の向上」、外部からは「人材を育成したとしても、そもそも地元に受け皿となるようなものがないと、結局、都市部へ流れてしまう。」、「起業をする当たり、そもそも基本的なことを知っていないと難しい。」といったご意見をいただきました。

部会内では、各種制度周知のための窓口の増加を図ってまいりたいという結論に至りました。

また、外部委員からのご意見に対する考え方としては、県との連携、中心市街地の空き店舗で起業を行う際の家賃補助制度に係る補助期間延長や補助の新設など、制度拡充をしていくということ、制度の周知を図るとともに、各認定連携創業支援事業者との情報共有等に努めていくということで対応をしていくこととしました。
今後の方針としては、着実な取組を進めていくということです。

施策(3)「地場産業の人材確保・育成および競争力強化」です。

ＫＰＩ指標の評価のうち、「彦根仏壇産地生産額」および「彦根ファンデーション産地生産額」が未達成ということでした。
これらの課題については、すべて同じで「社会・経済的な要因による需要の減少・変動」といったことが挙げられます。

こちらにつきまして、外部委員からは、地場産業のブランド力のＰＲをするため、大都市圏での商品展示会やアンテナショップの出店が必要であるが、単体の事業者では難しい、仏壇技術の継承などのご意見をいただきました。
これに係る今後の方針については、「彦根市地場産業活性化基本方針および行動計画」に基づき、関係機関と連携し、各種事業を展開することとしました。

また、外部委員からは、「アンテナショップを出店すればどうか」といったことや、「彦根仏壇の技術者に文化財修復の資格を取ってもらい、現在、市外や県外に発注されている文化財修繕について、地元で修復できるようなまちづくりをする」といったご意見が出ておりました。
アンテナショップの設置に関しては現在のところ考えておりませんが、文化財の修繕については文化財部と協議をし、何らかの取組ができないか検討したいと考えています。

施策(4)「6次産業化や農商工連携の推進による農林水産業の競争力強化」です。

ＫＰＩ指標の評価のうち、「認定新規就農者数」については、目標を達成しています。
外部委員からは「民間の媒体による情報発信」といったご意見があり、市内を網羅する民間のメディア媒体による活用についても、情報発信の有効な手段の一つであると考えておりますので、費用対効果を見ながら検討していきます。
今後の取組方針としては、市によるホームページや広報誌による既存メディアの活用を基盤として、情報発信の確立を図っていくこととしました。

次の「6次産業化に取り組む事業者数」については、ＫＰＩ指標の評価が未達成でした。
こちらについては、6次産業化の取組の基礎となる園芸特産品の創出等を市が積極的に行い、取組事業者数の確保を図っていくという方針で進めます。
施策(5)「人材不足の職場における人材の確保・定着への支援」です。
ＫＰＩ指標の評価はいずれも未達成でした。

課題としては、説明会参加者数の増加、参加事業所の取組意欲の向上といったところにどう結び付けるのかということで、外部委員からは、大学による地元定着に向けた教育だけでは学生は定着しないといったご意見をいただきました。

こちらについては、市民を対象とする介護福祉士等の資格取得に係る助成制度等の検討のほか、インターンシップ、企業説明会、マッチング説明会などに業界も取り組むべきであることから、今後の取組としては、事業自体の認知度は高まっており、平成24年度以降は来場者数に占める採用者の割合が年々増加している現状を踏まえ、周知方法を工夫しながら引き続き実施するということ、また、介護職員の定着に向け、国家資格である介護福祉士の受験に必要な実務者研修の受講者に対する助成等も検討していくという方針です。
また、ひとり親家庭につきましても、就職に有利な資格取得の支援を通して人材の確保を目指すという取組を続けたいと考えております。

施策(6)「観光・文化・スポーツの振興による地域活性化策の強化」です。
ＫＰＩ指標の評価は、昨年度調査を行っていなかった「観光消費額」を除き、すべてマルです。
いずれも現在の取組を積極的に進めていくという方針です。

外部委員からは、「文化財を活用した観光集客やインバウンドについて、関係部局が連携して検討する」といったご意見をいただきました。

これに対しては、文化財部と調整し、観光客が見るだけでなく楽しめる活用方法を検討していきたいと考えております。

歴史的風致維持向上施設の整備については、彦根市歴史的風致維持向上計画に基づき、各種事業に取り組んでいくほか、第1期計画の計画期間が、平成29年度で終了することから、今後も継続的な取組を行うための第2期計画などの見直しを検討していく方針です。

また、彦根城の世界遺産登録に向けた取組を進め、併せて、積極的な情報発信を実施していきたいと考えております。
もう一点、「本市スポーツイベントへの参加人数」については、今後の市内社会体育施設の整備状況を踏まえ、スポーツイベント継続開催に向けた検討を行っていくという方針で進めたいと考えております。

続きまして、資料1－2です。

事業名「地域福祉人材確保・育成事業」ですが、これについては、介護・福祉人材の緊急的な確保および介護・福祉職場への定着を促進し、多様化・高度化する介護・福祉ニーズに対応できる質の高い人材の確保と介護・福祉サービスの安定的な提供体制の確立を図ることを目的とするものです。
事業費については平成29年度から平成31年度まで、合計727万5千円、財源は、県が127万5千円、一般財源が600万円です。
事業計画としては、平成29年度は福祉人材確保事業および定着促進研修事業の継続実施、第7期介護保険事業計画の策定時において取組方針の検討、国家資格である介護福祉士の取得に向けた、実務者研修に係る費用の助成を検討といったもので、平成30年度以降は検討結果に基づき、第7期介護保険事業計画における取組方針に即した事業実施および国家資格である介護福祉士の取得に向けた、実務者研修に係る費用の助成を行うものです。

続きまして、資料1－3です。
事業名「国宝・彦根城築城410年祭」です。

事業概要は、築城410年を迎える彦根城にまつわる歴史的財産の再発見をするなどして、観光客の誘致を図り、観光消費額の拡大を図る。また、平成29年1月から放映されるNHK大河ドラマ「おんな城主　直虎」を契機とした観点からも取組を進めるといったものです。

事業費については、単年度事業で1億6,900万2千円です。

事業の実施計画としては、単年度のもので、彦根城築城410年祭を平成29年3月18日から同年12月10日の268日間実施するものです。

以上です。
(議長)

　 ありがとうございます。

それでは、本部員の皆さんからご意見はありますか。
資料1－1「施策別取組方針調書」を見て、今後の取組方針の書き方について、抽象的なもの、具体的なものがあるところが多少気になりました。

事務局で最低限、取組方針の表現の方法の統一を図っていただければと思います。

例えば、同様の意味にもかかわらず、1ページでは「今後とも」となっているのに対し、4ページでは「引き続き」となっているので、このあたりの統一を図っていただきたい。
(事務局)
　 対応します。

(議長)

 　他に何かありますか。

(総務部長)

　 資料1－1の3ページ目(5)「人材不足の職場における人材の確保・定着への支援」に「介護職の悪いイメージの払拭」というような表現がありますが、もう少しポジティブな表現に改めた方がいいと思います。

(議長)

　 他はよろしいですか。

　 次もありますので、先に進んでいきたいと思います。

　 では、結婚・妊娠・出産・子育て部会より説明をお願いします。
(福祉保健部長)

 　それでは結婚・妊娠・出産・子育て部会でまとめました方針についてご報告申し上げます。
　 まずは、資料2－1「施策別取組方針調書」をご覧ください。

　 施策(1)「結婚から子育てまでの切れ目のない支援」ですが、ＫＰＩ指標ごとにご説明申し上げます。

　 まず、「年間出生数」、「年少人口割合」の向上については、「市単独の取組で数値の向上を図ることは困難であり、即効性は望めないが、幅広い分野からの取組が必要」との課題を認識しており、外部委員からは、「子どもへの医療助成制度の拡大の検討」というご意見をいただきました。

 　外部委員からのご指摘に対し検討したところ、子どもへの医療費助成については、将来にわたって安定した財政運営を維持しつつ、幅広い分野からの取組を検討し、子育て支援や子どもの貧困対策なども考慮して、何らかの形で拡大できないか検討しているところであり、その範囲および内容については、医療提供体制等も踏まえて総合的に判断していきたいという結論に至りました。
 　今後の取組方針としては、大きな方向性は継続しつつ、幅広い分野から実施する個別具体的な部分については、ＰＤＣＡサイクルで検証した結果を基に、より効果的なものに見直しを図っていくこととしております。例えば、婚活事業の湖東定住圏への範囲の拡大のほか、産後1～2か月の間における専門職による相談・支援の強化に取り組むという結論に至りました。
 　次に、ＫＰＩ指標「保育所待機児童数」ですが、内部では「保育士および保育所の不足」という課題を認識しており、今後の取組方針としては、保育士不足の解消を図るため、新たな人材の掘り起こしとして「保育士フェア」「高校生保育所保育体験」を継続して実施するほか、民間保育所の保育士の処遇改善、保育士人材バンクの設置に取り組むという結論に至りました。
 　次に、ＫＰＩ指標「(仮称)彦根市子ども・若者支援センターの設置」ですが、内部では「社会生活を円滑に営む上での困難を有する子ども・若者を総合的に支援する機関がない」という課題を認識しており、今後の取組方針としては、子ども・若者支援地域協議会を設置し、関係機関が連携し支援するとともに、平成29年度には、子ども・若者が一歩を踏み出す場となるサロンを開設し、支援の充実を図るという結論に至りました。
 　次に、ＫＰＩ指標「地域での学習支援教室の設備」ですが、内部では「行政としてのかかわり方を検討する必要がある」という認識を持っており、今後の取組方針としては、放課後などでの学習支援の取組を充実するため、市内7か所の学習支援教室の開設に向け、補助金制度を創設し、整備を推進していくという結論に至りました。
 　次に、施策名(2)「小・中学校教育の充実」です。

　 ＫＰＩ指標「市内児童・生徒の基礎・基本的な学習内容の習得状況」ですが、内部では「学習内容の定着を図るための授業改善および家庭学習の充実を図る必要がある」という認識を持っており、今後の取組方針としては、学力向上の取組を学校教育の中核的な柱とし、すべての子どもが「できる」「わかる」を実感できる授業づくりを進め、少人数指導等のきめ細かな指導の充実を図るとともに、若手教員を中心とした教員の指導力向上を図っていくという結論に至りました。
 　次に、ＫＰＩ指標「市内児童・生徒学校満足度」ですが、内部では「一人ひとりの子どもの居場所のある学校づくり」という認識を持っており、今後の取組方針としては、子どもが楽しく安心して学校生活を過ごせるよう、学校の支援体制の充実を図ることとし、スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラ－の配置拡充を進めるという結論に至りました。
 　次に、施策名(3)「ふるさとを誇りに思い、将来地域社会に貢献する子どもの育成」です。

　 ＫＰＩ指標は、「地域行事に参加している児童・生徒の割合」です。

課題としては、内部では、「学区によっては地域の連携をさらに図る必要がある」という認識を持っております。また、外部委員からは、「彦根市で育った子どもに共通するような特色を持たせられないか」といったご意見をいただきました。
外部委員からのご意見に対しては、井伊直弼公の生き方に学ぶ「ひこねっこ学びの6か条」を記した下敷きを市内小学校1年生全員に配布し、彦根教育の推進に取り組んでおり、各学校での取組をさらに充実させていきたいという結論に至りました。
今後の取組方針としては、ふるさと彦根に愛着と誇りをもち、次代を担う子どもの育成をめざして、これまでに引き続き、学校と地域の連携を充実させ、彦根の自然、歴史、文化等の貴重な資源を生かした教育活動の推進を図るという結論に至りました。
次に、施策名(4)「仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)の推進」です。

ＫＰＩ指標は、「ワーク・ライフ・バランス取組企業数」の増加です。
課題としては、内部では、「周知・啓発する機会が限られている」という認識を持っております。
外部委員からは、「事業所単独で取り組むには限界がある」といったご指摘をいただきました。また、「事業所での働き方、職場環境の改善などの独自政策の検討」、「ワーク・ライフ・バランスの認知度を高めるための周知方法の検討」が必要であるというご意見をいただきました。
外部委員からのご意見に対しては、独自施策については、事業所にメリットがあるような取組を関係課や関係機関と連携し検討していくほか、出前講座に加え、事業所が参加する各種研修会に、ワーク・ライフ・バランスについての内容を盛り込み、周知できる機会を増やしていくという結論に至りました。
今後の取組方針としては、子育てしやすい環境づくりや労働力の確保の観点から、働き方や職場環境を見直し、ワーク・ライフ・バランスを推進していく必要性が高く、取組内容を充実させていくという結論に至りました。
続きまして、資料2－2です。
事業名「まち・ひと・しごと産前・産後サポート事業」ですが、事業概要については、身近に相談できる者がいないなど、支援を受けることが適当と判断される妊産婦およびその家族を対象に、妊産婦等が抱える妊娠・出産、子育てに関する悩み等について、助産師が相談支援を行うもので、アウトリーチ型として、助産師が訪問し、個別に相談に応じるというもの、デイサービス型として、月１回くすのきセンターで集団形式により、助産師が相談に応じるといったものです。
事業費については、各年度94万3千円で、平成29年度から平成31年度までの合計は282万9千円となり、1／2の国庫補助を予定しております。
事業計画としては、平成28年度から開始した産前・産後サポート事業の一つとして、平成29年度に別建てで立ち上げ、平成31年度まで事業を実施するものです。
続きまして、資料2－3です。
事業名「子ども・若者支援事業」ですが、事業概要については、社会生活を円滑に営む上での困難を有する子ども・若者またはその家族に寄り添い、支えることができる社会環境づくりを進めるといったものです。
事業費については、平成29年度から平成31年度まで合計3,615万円であり、市単独事業を予定しております。
事業計画としては、平成29年度は子ども・若者総合相談センターの運営を行うとともに、子ども・若者の居場所となる「サロン」を開設するほか、「学習支援教室」を2か所で開設します。
平成30年度は、この「学習支援教室」をさらに2か所新規開設し、平成31年度は、さらに3か所新規開設し、3年間で合計7か所開設する予定をしております。

続きまして、資料2－4です。

事業名「保育所人材確保・育成事業」ですが、事業概要については、保育人材の緊急的な確保および保育職場への定着を促進し、多様化・高度化する保育ニーズに対応できる質の高い人材の確保と保育サービスの安定的な提供体制の確立を図ることを目的としたものです。
事業費については、各年度103万3千円で、平成29年度から平成31年度までの合計は309万9千円を予定しております。

事業計画としては、各年度とも保育士と幼稚園教諭の資質および各園の教育・保育の質の向上を図るため、家庭支援連絡会の開催や彦根市保育協議会への研修補助を実施するもので、具体的には、保育士確保のため「保育士フェア」「高校生保育所保育体験」「保育実技研修会」の開催および「保育士人材バンク」の設置、「就職準備金制度」「人件費補助制度」の導入を検討し、実施するものです。
以上です。
(議長)

　 ありがとうございます。

それでは、本部員の皆さんからご意見はありますか。
(総務部長)

 　資料2－1の1ページのＫＰＩ指標「(仮称)彦根市子ども・若者支援センターの設置」について、センターの名称は、現在も「仮称」がついている状態ですか。

 　同じ行の「今後の取組方針」を見ると、「彦根市子ども・若者総合相談センター」という記載があり、また、資料2－3では、「子ども・若者サロン」という記載があります。

 　その辺りの位置付けの整理をお願いします。

(事務局)
 　ＫＰＩ指標名については、「子ども・若者プラン」にも同じ目標が示されており、これに合わせる形で総合戦略にも同様の指標を設定したものです。
(福祉保健部長)

 　まず、「(仮称)彦根市子ども・若者支援センター」については、総合相談センター機能に加え、受け皿となる機能を加えたものをイメージしておりました。
 　現状を整理しますと、 まず、入り口となる部分が必要であるということで、平成28年10月から総合相談センターという若者の相談窓口となるものを開設しました。
 　今後、地域協議会を設置し、受け付けた相談の引受先、受け皿となる機能を整備していく予定をしており、これらを総称して「(仮称)彦根市子ども・若者支援センター」としていこうと考えております。
この受け皿の部分の一つとして、身近な場所に「子ども・若者サロン」を設置していきます。これは先程の支援センターの中ではなく、地域の中に設置し、敷居を低くして通いやすいような居場所を作っていこうというイメージのものです。
　 それぞれ役割が違うということでご理解願います。
　 なお、名称については、現在検討中です。

(議長)
資料2－2「まち・ひと・しごと産前・産後サポート事業」についてはアウトリーチ型とデイサービス型の2つで実施するとのことであるが、平成28年度に開始されたショートステイ部分はどのようになるのですか。
(福祉保健部長)

 　その機能も継続されます。
(議長)

　 他はよろしいですか。

　 では、若者定着・移住部会より説明をお願いします。
(企画振興部長)

 　それでは、若者定着・移住部会で検討された方針について、報告します。
資料3－1「施策別取組方針調書」をご覧ください。
施策名(1)「市内大学をはじめとした高等教育機関等との連携強化」については、担当課では産学と連携した若者定着支援を実施すべきと認識しており、外部委員からは、「大学による地元定着に向けた教育だけでは学生は定着しない」、「就職者向けＰＲ冊子はどの自治体でも作成している」、「学生が彦根市を知らない」という課題をご指摘いただきました。
また、委員の皆様からは、「インターンシップ、企業説明会、マッチング説明会など、学生の地元定着には業界も取り組むべきである」、「ありきたりのものでなく、特徴的な就職者向けＰＲ冊子を作成すべきである」、「彦根の魅力そのものを発信するＰＲ活動が必要である」とのご意見をいただきました。
　外部委員のご意見に対しては、学生を定着させるためには、産官学連携しての取組が必要であり、例えば大学生が直接事業所を訪問し、インタビューした内容を掲載するような特徴的な内容のＰＲ冊子を作成するなど、効果的な事業展開をするほか、学生が市外の遠隔の居住地と大学を往復するだけの毎日で、彦根のまちについて深く知る機会が無いことから、下宿率を向上させるようなアプローチができないかという結論に至りました。
今後の取組方針としては、市内企業への就職促進に向けた市内大学との連携、近隣大学へのＰＲの推進など、産官学が連携した取組の検討を始め、大学が進めるビッグデータやＩＣＴ技術の活用など、それぞれの大学の持ち味を生かした連携を図るほか、今年度末から彦根城築城410年祭が開催されることを受け、シティプロモーションの観点から、イベント情報の発信など各大学と連携した事業展開を図り、学生に彦根への理解を深め、愛着を持っていただけるような取組を検討していくという結論に至りました。
　次に、施策名(2)「起業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出」については、再掲の施策であり、先ほど雇用創出部会から報告がありましたので、ここでの説明は割愛させていただきます。

　 次に、施策名(3)「移住策の推進」については、内部では「誘導施策の強化」、「若者にとっての魅力を作り出す仕掛けづくり」、「首都圏に対する移住促進ＰＲ」に課題があると認識しています。
こうした課題に対し、外部委員からは、「古民家リフォームに限定したローンが低調なのに対して、新築・中古いずれも対象にした定住・移住ローンが好調であり、勤続年数の条件を緩和し、転職者などが利用しやすい移住応援型ローンの検討」、「彦根への定着につながるような【業】の検討」、「女性の独立支援の推進など、ターゲットを絞った施策展開」をすべきとのご意見をいただきました。
外部委員のご意見に対しては、「今年度から移住者を対象とした住宅新築補助制度や家賃補助制度を開始し、これと連動した定住・移住ローンの創設に向けて各金融機関への説明会を実施したこと」、「シティプロモーションで本市の魅力をどのようにＰＲするか」、「移住施策の実施に当たっては分析調査を基に対象を検討するなど、より効果的な施策の展開が必要である」といった考えであり、今後の取組方針としては、「10月21日から移住コンシェルジュとして就任した地域おこし協力隊員の協力の下、ＰＤＣＡサイクルを活用した定期的な見直しを図りながら、移住者を対象とした補助制度を推進していく」という結論に至りました。
次に、資料3－2「事業計画書」をご覧ください。
事業名「国宝彦根城築城410年祭にかかる大学連携事業」ですが、この事業は、平成29年に開催される国宝彦根城築城410年祭を契機として、学生自身に本市の魅力を認識してもらい、市民の機運を高めてもらうため、学生主体によるイベントの開催や同年代への情報発信、ＰＲ動画の作成を大学に委託するものです。

事業費は100万円で、全額一般財源で賄うものです。
なお、築城410年祭に合わせて実施する事業であるため、平成29年度の単年度事業としています。
以上です。

(議長)

　 ありがとうございます。

それでは、本部員の皆さんからご意見はありますか。
特に、無いようなので、次、安全なまち部会より説明をお願いします。
(都市建設部長)

 　それでは、安全なまち部会で検討された方針について、報告します。
 　安全なまち部会については、10月12日に開催しました。

　 資料の4－1「施策別取組方針調書」をご覧ください。
 　施策名(1)「彦根らしい多極的なコンパクトシティの形成」については、内部では「各計画が策定に至っていない」という課題を認識しており、外部委員からは特に課題のご指摘はありませんでした。

 　今後の取組方針としては、立地適正化計画については策定に着手しており、今年度は現況調査や都市構造の評価、問題点課題整理、誘導方針の検討までを実施する予定で、検討に当たっては、都市再生協議会を立ち上げ第三者の意見を取り入れながら進める予定であるという結論に、地域公共交通網形成計画については公共交通網形成計画策定のための議論のなかで、湖東圏域における地域公共交通の基本的な役割を、集約型まちづくりへの貢献、通勤通学手段、定住の促進、公共交通空白地域の解消、高齢者外出機会増大としており、今後、具体的な取組を検討するという結論に至りました。
 　次に、施策名(2)「空き家等住まい対策の推進」です。

内部では、ＫＰＩ指標「空き家等対策計画の策定」については「市内全域に所在する空き家の実態把握、空き家の利活用を含めた総合的な施策が未策定」であること、ＫＰＩ指標「「住もうよ！ひこね」リフォーム事業」については、「4要件設定に関する認知度」という課題を認識しております。

また、外部委員からは、「空き家活用の取組に当たっては、所有者、所有権の整理が問題となるため、行政が関わる仕組みを検討できないか」、「ローン補助制度について転職者などが利用しやすい移住応援型ローンを検討できないか」というご意見をいただきました。
 　外部委員からのご意見に対し、部会内では、「現在、空き家およびその敷地の所有者の生存および所在の確認ならびにその者が死亡している場合等にその者の相続人調査を行っており、空き家活用の取組等を含めた総合的な施策を今後策定予定の空家等対策計画で協議する」、「「住もうよ！ひこね」リフォーム事業については、定住人口の増加のほか、建設業を中心とする市内産業および雇用の活性化を目的とした、直接給付型の補助制度であり、同事業の枠組みの中での市としてローンに対する補助を行うなどの新たな制度の導入は考えていないが、地方創生の推進のためには官民連携、とりわけ金融機関との連携が重要であることから、今年度より新たに実施している移住者を対象とした住宅新築に対する補助およびお試し居住に対する家賃補助について、定住・移住ローンのような取組の提案を金融機関に対し求めていく」という結論に至りました。
 　今後の取組方針としては、「すでに、彦根市全域の空き家の実態調査に着手しており、今後の空き家対策を推進していく上での基礎資料を作成するとともに、空き家の分布や特性の把握、課題の整理を行い、彦根市空家等対策計画を来年度策定予定する」、「市内産業および雇用の活性化ならびに居住環境の向上を図り、地域経済活性化の促進を図ることを目的として実施してきた「住もうよ！ひこね」リフォーム事業について、平成28年度から、移住の世帯、新婚の世帯および子育ての世帯ならびに三世代同居における居住環境を整え、定住人口の増加を図ることを目的として加えて実施しており、毎年度、より使いやすい制度となるよう、改正をしており、今後とも、効果を見極め、時流にあった制度として、実施していく」という結論に至りました。
 　次に、施策名(3)「公共施設マネジメントの確立による持続可能な施設整備・運営管理」です。
 　内部では、「公共建築物の必要性の検証」という課題を認識しており、外部委員からは特にご指摘はありませんでした。

 　なお、外部委員からは「空き家を公共のものとし、効果的に利活用する方法を検討できないか」というご意見をいただきました。

 　外部委員からのご意見に対し、部会内では、空き家を公共のものとして、これを有効に利活用する前に、まずは、既存の公共建築物をより効果的に活用できるよう検討し、需要の少なくなった施設や用途が重複している施設の整理など、市有施設の総量適正化に優先して取り組むほか、空き家については、現在その実態を調査しており、今後策定予定の空家等対策計画で利活用の方針等をお示ししていくという結論に至りました。
 　今後の取組方針としては、「今後も施設の利用状況、運営方法、コスト情報、受益者負担などを分析し、施設の今後のあり方を検証していく」、「平成27年度の目標値は未達成であるものの、本指標が取り壊す施設の規模に応じて大きく左右されるものであり、毎年度均一に目標を達成できるようなものではないため、取組の見直しを要するものではないと考えていることから、今後も施設類型毎の個別計画の策定を一層進め、公共建築物の計画的な更新、統廃合、長寿命化に取り組んでいく」という結論に至りました。
 　次に、施策名(4)「安全・安心な暮らしの確保」です。
　 内部では、「「共助」に対する意識が低い」、「自主防災組織への理解が不十分」、「犯罪発生総件数の7割以上を占める窃盗犯が増加している」という課題を認識しており、外部委員からは特にご指摘はありませんでした。
 　今後の取組方針としては、「平成27年度の目標値は未達成となっているが、地域における「自助」・「共助」強化のためには、自主防災組織の設置推進は不可欠であることから、課題として認識している自主防災組織に対する理解不十分を解消するための取組を、今後、拡充も含め検討し、継続して推進していく、「防犯のまちづくりは、環境が犯罪を誘発する要素になっていると考え、居住者や通行人などの視線が自然な形で届く状況をつくることが必要で、見通しや夜間照度の確保、死角の解消などのために防犯灯や防犯カメラの設置などに取り組む」、「地域住民が防犯意識を高め、強固なコミュニティを形成することで、犯罪企図者に犯罪のしづらい地域だと感じさせる状況をつくることが必要であり、犬上彦根防犯自治会とともに防犯パトロール、街頭啓発、不審者情報の発信などを行っていく」という結論に至りました。
 　次に、施策名(5)「湖東定住自立圏形成協定に基づく取組の推進」です。
 　内部では、「人口減少対策の施策は圏域内1市4町それぞれで開始されているが、構成市町それぞれでの実施となっているため、広域で実施することによるスケールメリット等を活かせていない」という課題を認識しており、外部委員からは特にご指摘はありませんでした。
 　今後の取組方針としては、「定住自立圏構想も圏域における人口減少対策を目的としていることから、引き続き湖東定住自立圏共生ビジョンに基づく取組を推進する」、「共生ビジョンは毎年所要の見直しを図ることとされていることから、構成市町それぞれで実施する人口減少対策について、圏域で取り組むことがより効果的であるようなものについては、湖東定住自立圏共生ビジョンに盛り込んでの実施を検討していく」という結論に至りました。
 　次に、資料4－2「事業計画書」をご覧ください。

事業名「空き家再生等推進事業」ですが、この事業は、住環境の整備改善および地域の活性化を図るため、空き家住宅又は空き建築物の活用を行う者に対し、小規模住宅地区等改良事業制度要綱の規定に基づき、改修等に要する経費について補助を行うものです。
事業費は、平成29年度は2,100万円で、財源は国費1／3、市費1／3、民間1／3を予定しています。
平成29年度の事業計画については、空き家の利活用に対する支援を実施するにあたり、滋賀県立大学から、空き家問題に着目し、八坂町にある空き家を、学生たちの地域活動の拠点とし、学生と地域住民の交流の場となるようなコミュニティスペースへ改修を行うことで有効活用したい旨の申し出があり、このことは空き家の利活用に有効であると考えられることから、本年において事業として採択するものです。
なお、平成30年度以降は、採択可能な事業を募集する予定です。

最後に、資料4－3をご覧ください。

事業名「自主防災組織育成事業」ですが、この事業は、出前講座や防災展などの実施をとおして、市民の防災意識醸成を図るほか、「自助」・「共助」の担い手となる自主防災組織の設置を促進するとともに、自主防災組織が実施する防災資機材の購入などに対して補助を実施することで、地域における防災力強化を図るものです。

事業費は、毎年度とも622万4千円であり、財源については全額一般財源です。
各年度の事業計画については、各年度とも全国平均80％に向けた、自主防災組織の設置促進です。
以上です。
(議長)

　 ありがとうございます。

それでは、本部員の皆さんからご意見はありますか。
(産業部参事)

 　資料4－1の施策(1)「彦根らしい多極的なコンパクトシティの形成」にある、「地域公共交通網形成計画」というのは、「都市交通マスタープラン」とは違うものであると思いますが、それぞれの計画がどういった位置付けのものなのかご教示願います。

(都市建設部長)
1市4町で公共交通網について取り組んでいるのが、「地域公共交通網形成計画」で、路線バスや愛のりタクシーなど、すべての公共交通網の広域化を図っていくというものです。

一方、「都市交通マスタープラン」は、各市町で個別に策定するものであり、総合計画、都市計画マスタープランの公共交通部分の計画というものです。

その内容を反映して「地域公共交通網形成計画」を1市4町で策定していくというものです。

(産業部参事)

 　では、同時進行で、市は「都市交通マスタープラン」、1市4町で「地域公共交通網形成計画」の策定を進めているということですか。

(都市建設部長)

 　そのとおりです。
(議長)
 　他はよろしいですか。
   それでは、議題(1)については、この程度にして、次の、議題(2)その他事務連絡等ですが、事務局より何か連絡事項はありますか。
(事務局)

　 1点ございます。
すでにご案内のとおり、11月25日(金)に第3回推進協議会を開催し、本日の資料のうち、施策別取組方針調書について、部会長よりご説明していただく予定をしております。

　協議会の場では、外部委員より、自身の意見がどのように反映されているのかといったご質問が出てくることが予想されます。

　ついては、もう一度外部委員のご意見等をご確認いただきまして、説明員の必要があれば、事前に担当課長等を調整していただきますようお願いします。

　なお、当日説明員を入れられる場合は、席の準備等の都合がございますので、11月18日(金)までに地方創生推進室までご連絡くださいますようお願いします。

　以上です。
 (議長)

　今の件につきまして、事務局へ質問がありますか。
それでは、本日の会議は、これにて終了いたします。

ありがとうございました。
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